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川内原子力発電所対策調査特別委員会記録 

 

○開催日時 

令和７年２月７日 午後１時３０分～午後２時２９分 

───────────────────────────────────────── 

○開催場所 

第３委員会室 

───────────────────────────────────────── 

○出席委員（９人） 

   委 員 長  山 元   剛 

   副委員長  森 永 靖 子 

   委  員  井 上 勝 博 

  委  員  今塩屋 裕 一 

  委  員  成 川 幸太郎 

委  員  坂 口 健 太 

委  員  坂 口 正 幸 

委  員  冨 吉 雄 二 

委  員  上 野 真 一 

───────────────────────────────────────── 

○欠席委員（１人） 

   委  員  帯 田 裕 達 

───────────────────────────────────────── 

○その他の議員（５人） 

   議  員  下 園 政 喜 

   議  員  宮 里 兼 実 

   議  員  松 澤   力 

議  員  宮 野 健 一 

議  員  佐 多 貴 文 

───────────────────────────────────────── 

○説明のための出席者 

   市 民 安 全 部 長  上 戸 理 志 

   市 民 安 全 部 次 長  遠 矢 一 星 

防 災 安 全 課 長  森 山 勝 男 

原 子 力 安 全 室 長  宮 田 高 敬 

─────────────────────────────────────────

○事務局職員 

   事 務 局 長  田 代 健 一 

   議 事 調 査 課 長  久 米 道 秋 

課 長 代 理  上 川 雄 之 

議事調査担当主幹  原   浩 一 

───────────────────────────────────────── 

○審査事件等 

１ 調査事項 

 ⑴ 川内原子力発電所の運転状況について 

 ⑵ 令和６年度原子力総合防災訓練について 

２ 原子力総合防災訓練の現地視察について 

        ───────────────────────────────────────── 

○会議の概要 

１ 委員会の開催日 

  ２月７日（委員会）及び２月１５日（原子力総合防災訓練視察） 

２ 川内原子力発電所の安全対策に関する調査 

 ⒧ 川内原子力発電所の運転状況について 

   当局から、１号機及び２号機はそれぞれ通常運転中であり、気体・液体廃棄物の放出量は年間放出管理

目標値を下回っていること、固体廃棄物の貯蔵率は７５．２％であること、使用済燃料の貯蔵率は７７．

２％であること、新燃料は１６体を貯蔵していること、法に基づき国へ報告を要する事象は該当がないこ
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とについて報告があった。 

 ⑵ 令和６年度原子力総合防災訓練について 

  ア ２月７日、当局から、鹿児島県、本市及び関係市町に内閣府を加え、２月１４日から１６日まで国の

原子力総合防災訓練を合同で実施することについて説明があった。訓練のポイントは、事故の進展に応

じて、県、関係市町、関係機関がそれぞれの防災計画に基づいて訓練を実施すること、原子力防災アプ

リを含む原子力災害時住民避難支援・円滑化システムを活用すること、今回の訓練の大きなポイントと

して、能登半島地震等を踏まえ、火災・断水・通信障害・孤立地区の発生等を想定した訓練を実施する

ことについて説明を受けた。その後、委員から「福島第一原子力発電所の事故を受けて、道路の寸断や

職員自体の被災などの問題は訓練にどのように反映されるのか」との質疑があり、当局から「道路寸断

を想定として、県の防災ヘリを使用して国の職員を搬送し、また、線量率が高かったことを想定し、代

替のオフサイトセンターである日置市の県消防学校の立ち上げ訓練が含まれる」旨の答弁があった。 

なお、原子力防災訓練の振り返り及び改善点については、本委員会でしっかりと議論ができるよう、

市の考え方を報告されたいとの意見が述べられた。 

  イ ２月１５日、原子力総合防災訓練を視察し、水引小学校における通信障害解消のための移動基地局等

の設置訓練、川内港久見崎みらいゾーンにおける孤立地区を想定した救出訓練、道路啓開訓練及び倒壊

家屋からの救出訓練、並びに久見崎漁港におけるＰＡＺ一般住民避難訓練について確認した。 

 



- 3 - 

  

 

 

 

 

 

 

 

薩摩川内市議会委員会条例第３０条第１項の規定により、ここに署名する。 

 

           薩摩川内市議会川内原子力発電所対策調査特別委員会 

                  委 員 長  山 元   剛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


